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日本医療研究開発機構設立に伴う食品衛生，労働安全衛生，健康安全・危機管理等の

分野の研究推進に関する緊急提言

平成25年 6 月14日に安倍内閣の成長戦略である「日本再興戦略」が閣議決定された。その中で，革新的

な医療技術の実用化を加速するため，医療分野の研究開発の司令塔機能を創設することが謳われた。これ

に沿って，平成26年の通常国会に「健康・医療戦略推進法案」及び「独立行政法人日本医療研究開発機構

法案」が提出（5 月23日成立）され，6 月10日に内閣に健康・医療戦略推進本部（本部長は内閣総理大臣）

が設置されるとともに，平成27年 4 月から独立行政法人日本医療研究開発機構が発足することになった。

当該機構は，文部科学省・厚生労働省・経済産業省の所管する医療分野の研究開発関連予算を集約し，大

学・研究機関などに配分する役割を果たすことになる。重点化すべき研究領域として，医薬品・医療機器

開発への取組，再生医療やゲノム医療の実現に向けた取組，臨床研究・治験への取組等が挙げられている。

従来から厚生労働省で実施されてきた厚生労働科学研究費は，医療分野の研究開発関連の研究が当該機

構を通じて配分される一方，医療分野の研究開発関連以外の研究費は今まで通り厚生労働省から配分され

ることとなる。医療分野の研究開発関連以外の研究分野としては食品衛生，労働安全衛生と健康安全・危

機管理等の分野があるが，予算の重点化の対象外であるため，今後，予算の減額が予想される。

食品衛生，労働安全衛生，健康安全・危機管理等の分野は政府が主導する経済成長に直接的につながる

ものではないが，国民の安全や健康の確保を図るために必要不可欠な分野であり，かつ経済成長の基盤と

なるものである。予想される予算の削減は，疾病予防と健康増進に関わる研究の推進を妨げ，国民生活の

安全と健康保持に影響することになるので，本学会の総意として，これらの分野にも十分な予算をつけて

研究推進を可能にする等の環境整備を強く要望する。


